
荒 川 区
平成２２年３月３１日

荒川区の給与・定員管理等について

１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

区 分
住民基本台帳人口

(20年度末)

歳 出 額

Ａ

実質収支 人 件 費

Ｂ

人件費率

Ｂ／Ａ

(参考)18年度の

人件費率

20年度
185,112

人

82,086,991

千円

3,016,715

千円

17,155,187

千円

20.9

％

21.0

％

( 2 ) 職員給与費の状況（普通会計決算）

給 与 費
区 分

職員数

Ａ 給 料 職員手当 期 末 ･ 勤 勉 手 当 計 Ｂ

一人当たり

給与費 B/ A

(参考)23区平均

一 人 当 た り 給 与 費

20年度
1 , 5 3 5

人

6,412,002

千円

1,867,972

千円

2,908,275

千円

11,188,249

千円

7,289

千円

7,384

千円

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

２ 職員数は、２０年４月１日現在の人数である。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(H16)
101.0 (H16)

100.3
(H16)

98.2

(H21)

98.4

(H21)

101.3
(H21)

101.1

90

95

100

105

荒川区 特別区 全国市平均

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の

給与水準を示す指数である。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

単純平均したものである。

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数

（平成２１年４月１日現在）

（注）H21.4.1 現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したもの

※「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における
国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用い
て補正したラスパイレス指数である。
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(5) 給与改定の状況
①月例給

人事委員会の勧告

区 分 民間給与

Ａ

公務員給与

Ｂ

較差

Ａ－Ｂ

勧告

（改定率）

給与改定率

(参考)

国の改定率

21年度 424,768円 426,373円
△1,605円

（△0.38％）
△0.38％ △0.38％ △0.22％

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス

パイレス比較した平均給与月額である。

②特別給

人事委員会の勧告

区 分 民間の支給

割合 Ａ

公務員の

支給月数 Ｂ

較差

Ａ－Ｂ

勧告

（改定月数）

年間支給月数

(参考)

国の年間

支給月数

21年度 4.17月 4.50月 △0.33月 △0.35月 4.15月 4.15月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員

の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在）

①一般行政職

区 分
平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

荒川区 43.4歳 340,193円 457,681円 415,779円

東京都 43.1歳 343,903円 472,147円 421,387円

国 41.5歳 325,521円 － 391,770円

特別区 43.9歳 347,780円 471,388円 423,577円



②技能労務職

公務員 民間 参考
区 分

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額
（Ａ）

平均給与月額
（国ベース）

対応する民間の類似
職種 平均年齢

平均給与月額
（Ｂ） Ａ／Ｂ

荒川区 4 7 . 6歳 2 0 8人 3 2 2 , 0 9 5円 4 2 5 , 8 4 5円 3 9 2 , 1 3 4円 － － － －

清 掃 職 員 4 5 . 7歳 7 9人 3 3 3 , 2 1 4円 4 7 3 , 5 5 1円 4 1 1 , 3 5 7円 廃棄物処理業従事員 4 4 . 2歳 2 9 9 , 9 0 0円 1 . 5 8

保育園調理員 4 7 . 6歳 1 4人 3 0 8 , 8 4 3円 3 8 6 , 5 7 5円 3 7 1 , 4 1 9円 調 理 士 3 8 . 6歳 3 0 7 , 9 0 0円 1 . 2 6

用務 員 4 8 . 2歳 8 5人 3 0 9 , 1 5 6円 3 8 1 , 7 0 9円 3 7 2 , 4 2 1円 用 務 員 5 4 . 5歳 2 1 4 , 0 0 0円 1 . 7 8

その 他 5 0 . 8歳 3 0人 3 3 5 , 6 5 7円 4 4 3 , 5 9 9円 4 0 7 , 0 3 3円 － － － －

都 4 6 . 6歳 1 , 8 9 6人 3 1 6 , 8 0 1円 4 2 2 , 5 1 1円 3 8 7 , 9 6 0円 － － － －

国 4 9 . 2歳 4 , 4 2 9人 2 8 5 , 5 4 8円 － 3 2 2 , 7 3 7円 － － － －

特別区 4 7 . 9歳 平均4 9 2人 3 2 0 , 2 7 0円 4 2 2 , 0 3 0円 3 8 9 , 9 3 2円 － － － －

参 考

年収ベース（試算値）の比較区 分
公務員
（Ｃ）

民間
（D） Ｃ／Ｄ

荒川区 － － －

清 掃 職 員 7 , 6 0 2 , 4 6 1円 4 , 1 5 6 , 1 0 0円 1 . 8 3

保育園調理員 6 , 2 5 9 , 0 8 4円 4 , 1 7 1 , 9 0 0円 1 . 5 0

用務 員 6 , 2 6 8 , 4 0 8円 3 , 0 2 7 , 0 0 0円 2 . 0 7

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成１８～２０年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

（なお学校調理員に類似する職種として調理士が総務省より民間データとして提供されているが、荒川区では学校調理員は０人で

あるため、最も業務が近い、保育園調理員を掲載した。）

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては

前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

③教育職（小・中学校（幼稚園））

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

荒川区 43.1歳 354,993円 446,305円

東京都 42.8歳 368,441円 469,685円

特別区 39.3歳 338,778円 433,586円

（注）１ 「平均給料月額」とは、２１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で

ある。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

いて明らかにされているものである。

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

計算したものである。

(2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在）

区 分 荒川区 東京都 国

大 学 卒 181,200円 181,200円 181,200円一般行政職

高 校 卒 143,000円 142,700円 140,100円

技能労務職 高 校 卒 134,900円 142,700円 － 円



(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在）

区 分 経 験 年 数 1 0 年 経 験 年 数 1 5 年 経 験 年 数 2 0 年

大 学 卒 284,422円 330,645円 378,000円
一般行政職

高 校 卒 244,800円 275,483円 303,917円

高 校 卒 - 円 256,510円 294,300円
技能労務職

中 学 卒 - 円 - 円 - 円

３ 一般行政職の級別職員数等の状況

( 1 ) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在）

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

９ 級 統 括 部 長 ３人 ０ ．３ ％

８ 級 部 長 １９人 ２ ．１ ％

７ 級 統 括 課 長 ７人 ０ ．８ ％

６ 級 課 長 ３９人 ４ ．２ ％

５ 級 総 括 係 長 ７６人 ８ ．３ ％

４ 級 係 長 ３０７人 ３ ３ ．４ ％

３ 級 主 任 主 事 ２１４人 ２ ３ ．３ ％

２ 級
相 当 高 度 な 知 識 ま た は 経 験 を 必 要
と す る 主 事 １８５人 ２ ０ ．１ ％

１ 級 上 記 各 職 務 の 級 に 属 さ な い 主 事 ７０人 ７ ．６ ％

（注）１ 荒川区の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

１級

0.2%
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（注） 平成２１年は９級制、１年前は８級制、５年前は１０級制



(2) 昇給への勤務成績の反映状況

１．勤務成績の評定の実施状況

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定

を実施しています。

なお、平成１９年度から能力・業績に基づく新たな人事考課制度を実施しています。

２．昇給への勤務成績の反映状況

この勤務成績の評定結果を参考にして、昇給区分（６～０号）を決定しています（良好な成

績の場合は４号昇給）。平成２１年４月１日の昇給において、一般行政職の職員（９２０名）のうち、成績

上位者への昇給区分（６号、５号）に決定されたものは、２６８名であり、割合は２９．１％でした。

４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

荒川区 東京都 国

1人当たり平均支給額(20年度）

1,908千円

1人当たり平均支給額(20年度)

1,948千円
-

（２０年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

3.0 0月分 1. 5 0月分

(1.60)月分 (0.75)月分

（２０年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

3.50月分 1.00月分

(1.80)月分 (0.55)月分

（２０年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

3.00月分 1.50月分

(1.60)月分 (0.75)月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

職 務 段 階 別 加 算 5～ 20％

管 理 職 加 算 15～ 20％

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

職 務 段 階 別 加 算 3～ 20％

管 理 職 加 算 15～ 25％

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役 職 加 算 5～ 20％

管 理 職 加 算 10～ 2 5％

（注）( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

１．勤務成績の評定の実施状況

地方公務員法第４０条に基づき、全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。

なお、平成１９年度から能力・業績に基づく新たな人事考課制度を実施しています。

２．勤勉手当への勤務成績の反映状況

この勤務成績の評定結果を参考にして、勤勉手当の支給割合（成績率）を決定しています。

（管理職については、10500/10000～ 9500/10000 の間で５段階、管理職以外の職員については、

10460/10000～ 9400/10000 の間（平成２１年６月期）、 10459/10000～ 9400/10000 の間（平成

２１年１２月期）で決定。）

(2) 退職手当（２１年４月１日現在）

荒川区 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 24.25月分 33.5 月分

勤 続 2 5 年 32.5 月分 43.5 月分

勤 続 3 5 年 49.75月分 59.2 月分

最高限度額 50.00月分 59.2 月分

・その他の加算措置

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

（ 2～ 20％ 加 算 ）

1人当たり平均支給額 5 , 8 3 3千円 2 5 , 2 5 5千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 23.5 月分 30.55月分

勤 続 2 5 年 33.5 月分 41.34月分

勤 続 3 5 年 47.5 月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

（ 2～ 20％ 加 算 ）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。



(3) 地域手当 （２１年４月１日現在）

支 給 実 績（２０年度決算） ９８３，１６１千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算） ６４４，６９６円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

特 別 区 １６％ 1,525人 １７％

（２２年度の制度完成時）

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率）

特 別 区 １８％ １８％

（注）国の制度では、平成 22 年度での完成を目指して、平成 18 年度から支給率を段階的に引き上げ

ることとしている。

(4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

支給実績（２０年度決算） ２８，８３２千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） １４０，６４４円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度） １０．１％

手当の種類（２０年度手当数） ３ 種 類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

特定危険現場手当 工 事 監 督 業 務 ・

検 査 業 務 等 従 事

職 員

工 事 の 監 督 等 に 従 事 す る

職 員 が 建 築 現 場 等 に お い

て 、地 上 10メ ー ト ル 以 上 の

足 場 の 不 安 定 な 箇 所 で 勤

務 し た 場 合 等

日 額 280～ 3 8 0円

保健福祉業務手当 生 活 保 護 業 務 ・

保 健 所 業 務 等 従

事 職 員

訪 問 員 と し て 生 活 保 護 法

等 に 定 め る 業 務 を 行 う た

め 、家 庭 等 の 訪 問 業 務 に 従

事 し た 場 合 等

日 額 160～ 7 2 0円

清 掃 業 務 従 事 職 員 特

殊 勤 務 手 当

清 掃 業 務 従 事 職

員

ご み の 収 集 作 業 又 は 自 動

車 に よ る 運 搬 作 業 に 従 事

し た と き 等

日 額 700

＊ 業 務 内 容 等 に よ り

加 算 あ り

(5) 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ） ２ ９ ０ ， ７ ３ ５ 千円

職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算） ２ ０ ３ ， ８ ８ １ 円

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） ２ ９ ０ ， ８ ７ ５ 千円

職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） ２ ０ ２ ， ８ ４ ２ 円



(6) その他の手当（２１年４月１日現在）

手 当 名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(２０年度決算)

支 給 職 員 １ 人
当 た り 平 均
支 給 年 額
( ２ ０ 年 度 決 算 )

扶養手当

･配偶者 13,700 円
･配 偶 者 を 欠 く と き の
第１子 13,700 円

･配 偶 者 以 外 の 扶 養 親
族 １人 5,500 円

･満 16 歳となる年度初
めから満 22 歳となる
年 度 末 ま で に 該 当 す
る子

１人 4,000 円加算

異なる

･配偶者 13,000 円
･配 偶 者 を 欠 く と き の
扶養親族

１人 11,000 円
･配偶者以外の扶養親族

１人6,500 円
･満 16 歳となる年度初め
から満 22 歳となる年度
末までに該当する子

１人5,000円加算

111,228千円 171,913円

家 賃 が
23,00 0 円
以下のとき

( 家 賃 －
12,000円)

12,000 円を
超える住居
を借りてい
る職員

家 賃 が
23,000 円を
超えるとき
（ 家 賃 －
23,000 円）
×1/2
+11,000円

（限度額
27,000円）

所有する住
居 に 居 住
する世帯主

新築・購入後
５年まで

2,500円
住居手当

･扶 養 親 族 の い る 世 帯
主

8,800 円

･扶 養 親 族 の い な い 世
帯主

8,300 円

･単 身 赴 任 手 当 が 支 給
される職員で、留守家
族 の 住 居 経 費 を 負 担
する者

扶養親族のある者
4,400 円

扶養親族のない者
4,100 円

異なる

・単身赴任手当が支給
される職員で、留守家
族が借家・借間に居住
する者

上記の手当額の 2分の
1

96,912千円 99,499円



手 当 名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(２０年度決算)

支 給 職 員 １ 人
当 た り 平 均
支 給 年 額
( ２ ０ 年 度 決 算 )

通勤手当

（異なる内容のみ記載）
・交通用具（自動車等）使用
者へは距離に応じて支給す
る。

片道５km 未満 2,600 円

片道５km 以上 10km 未満

3,000 円

片道 10km 以上 15km 未満

5,000 円

片道 15km 以上 20km 未満

7,000 円

片道 20km 以上 25km 未満

9,000 円

片道 25km 以上 35km 未満

11,000 円

片道 35km 以上

13,000 円

通勤不便等のとき

2,600 円～20,400 円

身体障害者

3,900 円～24,900 円

異なる

・交通用具（自動車等）使用
者へは距離に応じて支給す
る。

片道５km未満 2,000円
片道５km以上10km未満

4,100円
片道10km以上15km未満

6,500円
片道15km以上20km未満

8,900円
片道20km以上25km未満

11,300円
片道25km以上30km未満

13,700円
片道30km以上35km未満

16,100円
片道35km以上40km未満

18,500円
片道40km以上45km未満

20,900円
片道45km以上50km未満

21,800円
片道50km以上55km未満

22,700円
片道55km以上60km未満

23,600円
片道60km以上

24,500円

188,938千円 156,018円

管理職手当

管理監督の地位にある
職員の職の特殊性に基
づき支給される手当

91,100～142,400 円

異なる

46,300 円～146,400 円

91,412千円 1,202,789円

初任給

調整手当

専門的な知識を有する職員
の採用を容易にするため、支
給される手当

医療職給料表（一）の
職務にある職員

52,000～175,100円

異なる

支給対象者は医療に加え、科
学技術の専門知識を有する
職員があり、また勤務地によ
り異なる

16,900～306,900円

4,584千円 1,528,000円

管理職員

特別勤務

手当

管理職員が、臨時又は緊急の
必要その他公務の運営の必
要により、週休日又は休日に
勤務した場合に支給する手
当
１回あたり

10,000～18,000円
（勤務時間等により異なる）

異なる

１回あたり
6,000～ 27,000円

（勤務時間等により異なる）

1,216千円 57,905円

単身赴任

手当

公署を異にする異動等に伴
う転居のため単身で生活す
る職員へ支給される手当

基礎月額 20,000円
加算月額 3,000～7,000円

(距離に応じて支給)

異なる

基礎月額や距離に応じた加
算月額が異なる

基礎月額 23,000円
加算月額 6,000～

45,000円
(距離に応じて支給)

276千円 276,000円



手 当 名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(２０年度決算)

支 給 職 員 １ 人
当 た り 平 均
支 給 年 額
( ２ ０ 年 度 決 算 )

休日給

休日に正規の勤務時間
中に勤務することを命
じられた職員へ支給さ
れる手当

（単価）
勤務１時間当たり給与額

×135/100

同じ － 47,752千円 217,055円

夜勤手当

正規の勤務時間として
午後10時から翌日午前
5時 ま で の 間 に 勤 務 す
ることを命じられた職
員へ支給される手当

（単価）
勤務１時間当たり給与額

×25/100

同じ － 0千円 0円

宿日直

手当

宿日直勤務を命ぜられ
た職員には、宿日直手
当を支給する。

５時間以上 9,100円
５時間未満 4,550円

異なる
常直勤務 月額21,000円
普通日直・特別日直

4,200～20,000円
(但し５時間未満は50/100)

4,456千円 64,580円

５ 特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等

（参考）特別区における最高／最低額給

料

区 長

副 区 長

1,141,000円

915,000円
1,254,000円／ 900,400円

1,006,700円／ 765,300円

報

酬

議 長

副 議 長

議 員

915,000円

783,000円

601,000円

956,000円／ 882,000円

815,000円／ 755,000円

623,000円／ 588,200円

区

長

副 区 長

収

入

役

（２０年度支給割合）

3.50月分

期

末

手

当

議 長

副 議 長

議 員

（２０年度支給割合）

3.50月分

退

職

手

当

区

長

副 区 長

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職年数×500/100 22,820千円 任期ごと

給料月額×在職年数×400/100 14,640千円 任期ごと



６ 職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

職 員 数区 分
部 門 平成20年 平成21年

対 前 年
増 減 数

主 な 増 減 理 由

議 会
総 務
税 務
民 生
衛 生
商 工
土 木

11
2 9 6
5 5

5 3 0
2 3 6
2 9

1 6 4

1 1
2 8 8
5 4

5 2 8
2 3 8
2 9

1 6 2

0
△ 8
△ 1
△ 2

2
0

△ 2

戸 籍 事 務 の Ｏ Ａ 化 等
課税事務の執行体制の見直し等
保 育 園 給 食 調 理 委 託 の 拡 大 等
エ コ セ ン タ ー の 開 設 等

公 園 管 理 業 務 の 執 行 体 制 の 見 直 し 等

一
般
行
政
部
門

計 1,3 2 1 1 , 3 1 0 △11

＜参考＞

人口 1万人当たり職員数 ７０．７７人

（特別区６３．５７人）

教育部門 215 2 1 6 1 こども園の開設等

普

通

会

計

部

門
小 計 1,5 3 6 1 , 5 2 6 △ 1 0

＜参考＞

人口 1万人当たり職員数 ８４．０４人

（特別区７４．９５人）

国 民 健 康 保 険 事
業等

73 7 5 2 後 期 高 齢 者 医 療 の 実 施 等

公
営会
企計
業部
等門 小 計 73 7 5 2

合 計
1 , 6 0 9

[ 1 , 5 7 8 ]
1 , 6 0 1

[ 1 , 5 7 0 ]
△ 8

[ △ 8]

＜参考＞
人口1万人当たり職員数 ８６．４９人

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）
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|
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|
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|
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|
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|
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５年前の構成比

（％）



区 分

20歳

未満

20歳

～

23歳

24歳

～

27歳

28歳

～

31歳

32歳

～

35歳

36歳

～

39歳

40歳

～

43歳

44歳

～

47歳

48歳

～

51歳

52歳

～

55歳

56歳

～

59歳

60歳

以上

計

職員数
4

人

82

人

97

人

99

人

129

人

171

人

145

人

155

人

201

人

242

人

261

人

15

人

1601

人

(3) 定員管理の状況

① 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の目標数値

平成17年4月1日

職員数

平成22年4月1日

職員数

純減数 純減率

人

１，６４９

人

１，５５７

人

９２

％

５．５

（参考）「適正な職員体制のあり方（試案）」における定員管理の数値目標

計画期間

始 期 終 期

目標とする

職員数

平成２０年度 平成２２年度 １，５５７

② 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要
（各年４月１日現在）

区 分

部 門
１７年 １８年 １９年 ２０年 ２１年

17～21年

計

(参考)

数値目標

職員数 1,6 4 9 1 , 6 1 9 1 , 5 9 3 1 , 5 7 8 1 , 5 7 0 － 1,557

計

増 減 △ 44 △ 3 0 △ 2 6 △ 1 5 △ 8 △ 1 2 3 △136

（注）１ 目標数値の△136 人は１６年の 1,693 人を基にした数値です。

２ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画 1 年目以降現

年までの職員増減数の累計を示す。


